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市町村国保の再編・統合市町村国保の再編・統合
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医療保険制度における再編・統合の必要性医療保険制度における再編・統合の必要性

医療保険制度については、以下の理由により、保険者の再編・統合を進めて、

都道府県単位を軸として保険運営を目指すべき。

① 保険者として安定的な運営ができる規模が必要であること（財政面、事業面）

② 各都道府県において医療計画が策定されていること

③ 医療サービスはおおむね都道府県の中で提供されている実態があること

④ 上記を踏まえ、都道府県単位で医療計画、介護保険事業支援計画及び健康

増進計画との整合性を図りつつ、地域の実情に応じて質の高い効率的な医

療を提供できるような取組を推進し、医療費の適正化に取り組む必要がある

こと
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市町村国保における再編・統合の趣旨・目的市町村国保における再編・統合の趣旨・目的

市町村国保については、高齢者や低所得者の増加、小規模保険者の増

加、医療費や保険料の地域格差といった構造問題を抱え、制度運営が不

安定になっており、これらの問題を解決するため、以下の事項を目的とし

て、保険者の再編・統合を進めるべき。

① 保険財政基盤の安定

② 事務処理体制の整備と事務の効率化

③ 保険者機能の強化

④ 保険料の平準化（医療費の水準が同程度である場合

には保険料も同じ水準）
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こうした考えに基づき、再編・統合を進めるに際しては、最近の市町村国
保をめぐる以下の点も考慮する必要がある。

① 市町村合併の状況

旧市町村合併特例法等により、平成１８年３月末では約１，８００となる見込み。しかしながら、

合併の状況は都道府県によって異なり、市町村数が半減以上となる県もあれば、ほとんど合

併が進まない県もみられる。また、合併によっても残る小規模保険者の広域化をどのように推

進するか。

② 市町村国保における都道府県の役割の強化

今般、都道府県は、都道府県内市町村間の財政調整を行うこととなり、国保財政の安定のた

め一層の役割の発揮が図られることとなったところである。

都道府県は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるよう、広域自治体として、必要な

指導を行う責務を有しており、都道府県財政調整交付金の配分等を通じて保険料の平準化等

を促進し、保険運営の広域化を推進し、国保財政の安定化を促進することが期待される。

③ 後期高齢者医療保険制度との関係

新たな高齢者医療制度の創設により、従来国保の被保険者であった者は国保制度から離脱

し、新たな医療保険制度に加入する方向で検討が行われているが、こうした後期高齢者医療

保険制度の議論の趨勢を見つつ、検討する必要がある。
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再編・統合後の国保運営の在り方再編・統合後の国保運営の在り方

○ 保険者の規模・圏域については、保険運営の広域化の目的の一つである保険料の平準化を

実現する観点から、医療費水準の状況に応じて考えるのが適当である。

○ 現状では、都道府県によって市町村間の医療費の格差の状況が異なることを踏まえ、当面

は、以下の理由により、二次医療圏の区域を基本に再編・統合を行い、医療費の適正化及

び保険料の平準化を進めることが適当と考えられる。

① 二次医療圏は医療に関する通常の需要がその中でほぼ充足されるよ

うな区域であることから、医療費水準の平準化がしやすいこと。

② 実際、二次医療圏単位での市町村ごとの医療費水準の格差は、離島

等一部の地域を除けば大きくないこと。

○ 都道府県内の二次医療圏間の医療費格差が大きくなく、保険料の平準化も比較的容易であ

る等の状況にある場合には、都道府県を単位に再編・統合を行い、医療費の適正化及び保

険料の平準化を進めることが適当と考えられる。

（１） 保険者の規模・圏域

-5-



①医療費水準（保険料）の平準化に応じた再編・統合

②都道府県単位の医療費適正化の推進

二次医療圏間で医療費を平準化

都道府県単位を軸とした保険運
営（保険料の平準化）の実現

二次医療圏単位又は都道府県単位を
基本に再編・統合

保険者

＜現状＞

保
険
料

医
療
費

＜当面＞

医療費適正化
に向けた取組

＜将来＞
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（２）保険者の形態

○ 市町村合併以外の方法で国保運営を広域化する場合の運営形態については、

① 主体が明確であり、責任を持って安定した事業運営を行うことができる体制を確保

するとともに、

② 引き続き、住民に身近な市町村が保険料徴収や被保険者の資格管理等の事務に

積極的に取り組むことができる必要があること

から、現行制度を前提とすれば、市町村を構成員とする広域連合又は一部事務組合の活

用等が考えられる。

○ いずれにせよ、都道府県は、再編・統合を推進する上で、医療費の適正化、保険料の平

準化等を円滑に進める役割が期待されており、都道府県調整交付金の活用などを通じて

積極的な役割を果たすことが重要と考えられる。
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主 な 事 務 広 域 連 合 市 町 村

被 保 険 資格関係事務 電算システムによる資格管理、 届出・申請の受理及び資格

者 資 格 適用適正化事務 確認

関係

被保険者証等 一斉更新における被保険者証の 被保険者証の交付

作成等大量処理事務 資格証明書・短期被保険者

資格証明書・短期被保険者証の 証の交付

交付決定

保 険 給 一部負担金関 一部負担金の徴収猶予・減免の 一部負担金の徴収猶予・減

付関係 係 決定 免の申請受理

療養の給付等 審査・支払（国保連への委託も

含む ）。

療養費等の給 給付の基準決定 申請受理

付 給付の決定 給付決定（定型的なもの）

保 険 料 賦課 保険料賦課方式・料率の決定 所得情報の把握

関係 保険料額の確定

保険料の軽減・徴収猶予・減免 申請受理

の決定

徴収 徴収事務

納付相談、督促・催告

滞納処分 財産調査・差押え等滞納処分事

務

医 療 費 医療費通知 一括実施（国保連への委託を含

適 正 化 レセプト点検 む ）。

関係

保健事業 広域的な事業展開が効果的な事 市町村保健事業との連携や

業の実施 きめ細やかな対応を要する

事業の企画 事業の実施

マンパワーの確保

＜広域連合で運営する場合の広域連合と市町村の事務処理区分の例＞
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（３）再編・統合後の関係者の役割分担

① 国

・ 国保制度の安定的運営を将来にわたり確保するための制度設計や財政負担

・ 医療制度全般にわたる、医療の効率化、質の向上に向けた施策の実施

・ 全国レベルでの財政調整の実施

・ 安定的な保険運営のための取組への支援

② 都道府県

・ 保険者の安定的運営のための助言・負担

・ 国保の財政基盤強化のための制度に係る財政負担

・ 都道府県レベルでの財政調整の実施

・ 保健医療行政を所掌する立場や広域自治体という立場から、地域における医療費適

正化や保険料収納の確保等保険者による安定的な保険運営のための取組への支援

・ 保険者の広域化に向けた指導及び支援

③ 市町村

・ 保険者として又は広域化された保険者の構成員として、 引き続き、国保事業の安定的

な運営の確保

・ 基礎自治体として被保険者管理や保険料徴収、保健事業の実施等住民に身近なサー

ビスの実施

・ 国保の財政基盤強化のための制度に係る財政負担
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市町村国保の再編・統合を進めていくに当たり、国、都道府県及び市町村は主に以
下のような役割を果たしていくべきではないか。



市町村国保の収納対策
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都道府県

○行財政改革による職員の削減
○未納者の増加に対応出来ない事務処理体

制

○無職者、低所得者の増加

国保収納対策の現状と総合的な収納対策の取り組み等

若年層をﾀｰｹﾞｯﾄにした収納率ＵＰｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施
▲ ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞﾊﾞｽ等の車体広告車の活用
▲ 無料配布雑誌（R25等）、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの広告
● 新成人に対するｱﾋﾟｰﾙ

徴収方法の改善等
▲● 口座振替の勧奨（口座振替率５％ＵＰ作戦）の実施

▲ ｺﾝﾋﾞﾆ収納の実施の円滑化（標準化研究会の設置）
▲ 収納ｺｰﾙｾﾝﾀｰ設置の検討（ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ化）
▲ 次世代国保収納ｼｽﾃﾑ研究会の設置
● 滞納処分の徹底

「国保、きちんと納付」ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施

景気の停滞、リストラ

未納者への対応の限界

滞納状況の解消
● 資格の適正化
● 生活困難者の発見
● 不納欠損処理の迅速化

収納率の継続的低下

○若年層を中心とした相互の助け合い意識
の希薄化

納付意欲の低下

人員の増員・研修の充実
● 収納担当職員の増員、徴収嘱託員の活用
■ 税のｴｷｽﾊﾟｰﾄの派遣（対市町村）

▲■ 収納率向上戦略ﾁｰﾑの派遣（対市町村）
▲■ 収納対策ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの実施（対市町村）

収納率が向上した市町村に対し、翌年度、調整交付金の一定額
（基準収納率未達による減額分の1/2）を交付
平成16年度交付実績 交付市町村 87、交付金額 約23億円

（平成15年度に減額された市町村 999）

国保連合会

金融機関
郵 便 局

地方厚生局

市町村

市町村の財政状況悪化

収 納 対 策 の 強 化

収納率向上に係る調整交付金の交付

交付
（都道府県経由）

○税収等の落ち込みによる財政状況の悪化

ｺﾝﾋﾞﾆ、ｺﾝﾋﾞﾆ
収納代行業者

収納率向上アドバイザーの設置

国保収納率確保緊急プラン策定の提案

国にﾓﾃﾞﾙ設置して収納率向上に関する意見・ｱｲﾃﾞｱ等を集約する
ことにより国の施策に反映（最終的には都道府県毎に設置）

現 状 の 問 題 点

・保険者緊急ﾌﾟﾗﾝ作成
の助言指導

・税のｴｷｽﾊﾟｰﾄ等派遣
・職員研修の実施
・その他

凡例：▲－国、■－都道府県、●－市町村

（既存）
相
談

○11年度 91.38％ → 1５年度 90.21%
大都市・10万人以上の都市の低下が顕著

H17.4.1現在

対 策

助言指導
通 知

協力要請

支援

収納率向上
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
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